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１．法人の概要

２．事業
(1)運営費、補助金等

(2),(3)
制度的独占の事務・事業

(6)外注の有無

36

19

36

36 億円

- ％

18 億円

億円

法　人　名 日本税理士会連合会 根拠法令名 税理士法第49条の13
 　（平成14年10月29日民間法人化）

令和５年度比又は令和５
年度差(A/B,A-B)

補助金等割合の低減化措置の取組の状況
（取組を行っていない場合、補助金等割
合が低下していない場合、その理由）

令和６年度(A) 令和５年度(B)

常　勤

非常勤

55

-

業　務　の　概　要

日本税理士会連合会は、税理士及び税理士法人の使命及び職責にかんがみ、税理士及び税理士法人の義務の遵守及び税理士業務の改善進歩に資するため、税
理士会及びその会員に対する指導、連絡及び監督に関する事務を行い、並びに税理士の登録に関する事務を行うことを目的とする。

役・職員数 理事長等 理　事 監　事 職　員

-

16

-

101

-

16

②  自主事業による自己収入の拡大等

③  その他

総収入額 ①　補助事業の段階的廃止

①／②×100（％）

経常的運営費用（③）

補助金等収入額（①）

事業による自己収入額（②） 億円

％

億円

億円

36 億円

- 億円

制度的独占となる事務・事業を行っている場合、その事
務・事業名及び理由

制度的独占となる事務・事業を行っている場合、当該事
務・事業が法人の従たる事務・事業にとどまっている理
由

①／③×100（％）

制度的独占となる事務・事業の有無 （有・無）

（事務・事業名）

（理由）

（理由）

①税理士会及び税理士に対する指導、連絡及び監督に関する事務
②税理士の登録及び税理士法人の届出に関する事務

税理士制度が、納税義務の適正な実現に資することを目的とし、税務に関
する一定範囲の業務を税理士業務と定め、これを独占的に業として営むこと
ができる者を税理士とするものであることにかんがみ、税理士業務を行うに
ふさわしい者であると認められるものを一般に公認する行為として税理士の
登録制度が設けられている。

税理士の使命及び職責にかんがみ、日本税理士会連合会が行う、税理士に
対する指導、連絡及び監督を実効あらしめるためには、すべての税理士をそ
の構成員とする必要があることから強制入会制度となっている。

このように、税理士に対する指導、連絡及び監督に関する事務や登録事務
は、全国統一的・一元的に行う必要があることから、当該事務については、
日本税理士会連合会の制度独占としているところである。

有

-

％ - ％

制度的独占となる事務・事業を行っている場合、法人の
事務・事業全体が実態上独占とならないための所要の是
正措置の有無、内容（行っていない場合はその理由）

制度的独占となる事務・事業を行っている場合、独占の
弊害克服措置の有無、内容（行っていない場合はその理
由）

（有・無）

（内容）

（有・無）

（内容）

（内容）

有

①業務、財務等に関して、ホームペ－ジへの掲載等情報公開を平成13年度か
ら実施
②公正有効な競争の確保等の観点から、単位会を含め、報酬規定を会則記載
事項から削除（税理士法改正により平成14年４月１日から実施）
③独占禁止法上問題となるおそれのある会則等による広告規制を単位会を含
めて廃止（平成14年度に実施）

-

（決定方法）

制度的には独占となっていない事務・事業でも、実態上
独占となっている場合、その内容

制度的には独占となっていない事務・事業でも、実態上
独占となっている場合、独占の弊害を生まないための是
正措置の有無、内容（行っていない場合はその理由）

（有・無）

（内容）

-

-

50000

名称（法令等に基づく検定等には
※）

財務大臣（認可権者）

登録手数料の額は、日本税理士会連合会会則に定められてお
り、当該事項について改訂する場合には、総会において会則
変更の議決の上、財務大臣の認可を受けなければならない
（税理士法第49条の14第２項）

有 法人における純利益額

(5)検査等の事務・事業 法令等に基づく検査等の基準の内容 規定方法

税理士の登録についての要件、手続等については税理士法において規定している。 税理士法第18～29条

(4)手数料等の徴収
手数料等の対価の徴収の有無 有

手数料等対価の額、 算定根拠のインターネット
での公表の有無

有

対価の額 算　定　根　拠（法令等に基づく検定等については決定方法を付記）

対価を徴収する事務・事業の区分経
理の有無

有 収支状況のインターネットでの公表の有無 有

登録手数料 （決定者）

(7)事務・事業の公正性の担保
措置

事務・事業の公正性担保のための措置の有無と内
容（なければその理由）

（別添１）

特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準に基づく指導監督状況（令和６年度）

-

-

外注先選定に当たり、透明性を確保する仕組みの
有無と内容

対価を伴う自主事業の有無

（有・無）

（内容）

-

-

有

税理士法により、会則の絶対的記載事項が定められているとともに、会則の記載事項のう
ち、重要な事項の変更については、財務大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない
こととされているなど、その公正性担保のための措置が法定化されている。

本来予定されている事務・事業の外注 無 法人の外注金額

外注しなければならない理由 -

（有・無）

（内容）

-

-
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３．機関
(1)役員（除   監査役員）

〃

〃

（比率）

（理由）

(2)監査役員

監査役員の選任は公正かつ自主的な方法によって
行われているか

日本税理士会連合会の会員である税理士会から推薦された税理士15人及び正副会長会において指名した税
理士以外の監事１名を総会で選任している。

〃

２年以外の任期としている場合、
その年数、理由

全員無報酬

監事 R７年７月24日

R７年７月24日

役員報酬の支給基準の内容 役員の退職金の決定方法

全員無報酬

役員会における議決要件

役員報酬の支給基準の有
無

無 一般への閲覧提供の有無

有 構成員の２分の１以上の出席 出席者の過半数（可否同数のときは議長が決する。）

遠井　洋子 R５年７月27日

99

税理士事務所

税理士事務所

税理士事務所

税理士事務所

〃

無 インターネットによる公表の有無 無

税理士事務所

R７年７月24日

（比率）

〃 田中　一宏 R５年７月27日
〃
〃

〃 浜崎　友二 R３年７月20日

（理由）

-

-

日本税理士会連合会は、税理士の自治的団体であることから、役
員における同一業界関係者の占める割合が100％となっていたが、
平成15年７月24日から税理士以外の理事として、学界から外部理
事１名が就任している。

〃 丸山　二也 R５年７月27日
〃
〃

〃 菱田　裕之 R５年７月27日

〃 大濵　　剛 R７年７月24日

専務理事

稲岡　政弘 R７年７月24日

〃 木島　裕子 R７年７月24日

〃 茂木　　浩 R５年７月27日
〃 大山　博之 R５年７月27日

〃 須藤　　寿 R３年７月20日
〃 髙澤　圭一 R３年７月20日
〃

役員の定数

役員の選任は公正かつ自主的な方法によって行わ
れているか

役員は日本税理士会連合会総会において選任される。

２年以外の任期としている場合、
その年数、理由

（年数）

（理由） -

役職員に対し、公正性を担保する上で必要と認め
られる職務規程等の有無と内容（なければその理
由）

有

①　役員については、会則等に関連規定を定めている。
　■日本税理士会連合会会則（抄）
　（会務の執行）

第16条 会長、副会長及び専務理事は、会務の執行に当たっては税理士に関する法令、
本会の会則、規則等の規定並びに総会、理事会及び常務理事会の議決に反することができ
ない。
２　会務の執行に関し必要な事項は、規則で定める。
　（代表権の制限）

第17条 本会と会長又は副会長との利益が相反する事項については、これらの者は、本
会を代表する権限を有しない。
　（役員の守秘義務）

第18条 役員は、正当な理由がなくて、職務上知り得た税理士会の会員に関する秘密を
他に漏らし、又は盗用してはならない。役員でなくなった後においても、また同様とす
る。

②　職員については、事務局庶務規程を定めている。
　■事務局庶務規程（抄）

第８条 職員は、本会の目的を自覚し、諸規則を遵守し、誠実公正に職務に従事しなけ
ればならない。

-

役員選任規程の有無 有

117

年2

左の規程がない場合、その理由 -

116～117人

役員の任期

〃 片山　泰宏 R５年７月27日 〃
〃 瀬戸　順一

在任年齢に関する規定の有無 無

役職名 氏　　名 当初就任年月日

規定の内容 -

前　　　職

R３年７月20日

〃
〃
〃
〃
〃
〃

〃

〃 久野　完治 R７年７月24日

〃 小畑　雅人 R５年７月27日

特定企業関係者、所管官庁出身者が１/３超の場合、その比率及び理由
同一業界関係者又は事務・事業に係る同一業界関係者と所管官庁出身者の合
計が１/２超の場合、その比率と理由

太田　直樹
加藤　眞司

山中　孝一

相間　宏章

R５年７月27日
R７年７月24日

R７年７月24日

会長
副会長

〃

〃 石原　健次 R５年７月27日

尾崎　秀明 R３年７月20日

〃

〃
〃
〃

〃 大友　良一 R７年７月24日 〃

役員会規程の有無 役員会の成立要件

〃

税理士

〃 藤原　誉康 R５年７月27日

監査役員が理事を兼ねている場合、その理由

2 年
-

監査役員選任規程の有無 有

-

選任規程がない場合、その理由 -

〃 大多和　則之

在任年齢に関する規定の有無 無

関係府省以外の者及び外部の者を登用していない場合、その理由

-

監査役員の任期
（年数）

（理由） -

規定の内容 -

役職名 氏　名 当初就任年月日

脇坂　雄一

三浦  宏晶

〃 坂本　和重 R５年７月27日

〃

〃R５年７月27日

〃

錦織  良光 R７年７月24日

前 々 職

税理士事務所

税理士事務所

税理士事務所

税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所
仙台北税務署

株式会社

税理士事務所

前　　職

（有・無）

（内容）

上限と下限の幅がある場合はその
幅

〃

〃

〃

〃

〃

前　々　職

税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所

税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所
株式会社
税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所
監査法人
税理士事務所
税理士事務所
税理士事務所

税理士
〃



非

非

非

非

非

非

非

％

年

％

４．財務及び会計
(1)会計基準の適用

円

５．株式の保有等

(1)基金拠出又は出資

６．情報公開
(1)法人における業務及び財務
等に関する公表

〃 満尾　俊哉 R７年７月24日

外部監事 澤野　正明 R１年７月25日

〃

〃

〃

〃

237百万

年2

〃

弁護士

河上　幸市 R７年７月24日 〃

(2)余裕金の運用

(3)長期借入金

(4)引当金・特別法上の引当金

(5)公認会計士監査

(2)事業報告書への記載状況

左の規程がない場合、その理由

(4)評議員会等

規定の内容

評議員任期

同資料のインターネット
による公表の有無

２年以外の任期としている場合、
その年数、理由

野田　昇資 R７年７月24日

花田　強志 R７年７月24日

〃

〃

近重　  勉 R７年７月24日

（内容）

〃

〃 土本　直邦 R７年７月24日 〃

出席した税理士会（各税理士会会長）の議決権の過半数で
決する。
　ただし、可否同数のときは議長が決する。

なお、会則を変更する場合には、出席した税理士会（各税
理士会会長）の議決権の３分の２以上の多数をもって決する
こととされている。 （注）議決権－税理士会は、その会の
税理士会員の数の議決権を有する。

法人の構成員が多数又は全国に散在している場合における、構成員の意思反映確保の措置の有無と内容（ない場合は、その理由）

評議員会等における業務実績評価の実施状況 評議員会等の構成員の公正な選任の有無、内容

業務運営等を評価する機関として、税理士以外の有識者で組織する「運営評
価委員会」を設置し、令和７年６月25日（議題：令和６年度の業務運営等の
評価について）に開催した。

（有・無）

（内容）

（有・無）

（内容）

有有

会員である税理士会（各税理士会会長）の２分の１以上の出
席

（有・無）

（有・無）

（内容）

有

会員である税理士会（各税理士会会長）が総会に出席し、議決権を行使している。

監査役員報酬の支給基準
の有無

無

（比率）

（理由） -

評議員会等の構成員が役員を兼任
している場合、その理由

-

上限と下限の幅がある場合はその
幅

評議員選任規程の有無 有

評議員定数 ５人以内

出席者の過半数、同数の場合は委員長が決する。

(3)社団的性格の法人の総会等 総会等の成立要件の有無と内容 総会等における議決要件の有無と内容

-

一般への閲覧提供の有無 無 インターネットによる公表の有無 無

監査役員報酬の支給基準の内容 監査役員の退職金の決定方法

全員無報酬 全員無報酬

有

委員は、税理士以外の有識者のうちから常務理事会の議を経
て会長が委嘱する５人以内を持って組織する。また、役員兼
任禁止規定がある。

役員を兼ねている場合、その構成比率（兼務の役員
数／評議員会等の構成員数×100）

評議員会等の構成員の役員兼任の
有無

無

-

-

-

（運用方法） -

評議員会における議決要件

在任年齢に関する規定の有無 無 -

（年数） -

（理由） -

企業会計原則の適用の有無
その他法人の特性に応じ適用している一般的かつ
標準的な会計基準名

無 公益法人会計基準

（余裕金の額） -

評議員会の成立要件

構成員の２分の１以上の出席

評議員会規程
の有無

有

特定の企業又は所管する官庁の出身者及び同一の業界関係者が１/２超の場合、その比率と理由

余裕金（財産）の額及び具体的な
運用方法

収支決算額が50億円以上の法人における公認会計士監査の実施の有無 無

長期借入金の確実な返済計画の内
容

-

引当金・特別法上の引当金等の明細及び増減状況の公表の有無
（公表していない場合その理由）

（有無）
（理由）

有
-

引当金・特別法上の引当金等の額

円

収支決算額 億円36

長期借入金の有無 無 長期借入金の返済計画の有無 -

公認会計士監査を実施していない
場合、その理由

-

公益法人、株式会社等への基金拠
出の有無

無 公益法人、株式会社等への出資の有無 無

法定の資金供給業務として行う場
合の基金拠出等の有無

無 財産の管理運用として行う場合の基金拠出等の有無 無

事業報告書へ
の 記 載 内 容
（未記載の場
合その理由）

間接出資分を含め法人による出資比率・議決権比率が２０％以
上のもの

法人の委託先で、当該法人からの収入の割合が２／３以上となっている
もの

資本金 - -

名称 - -

所在地 - -

事業内容 - -

-

役員の状況 - -

従業員数 - -

持ち株比率 - -

役員名簿

組合員等名簿

有

有

定款

法人における業務及び財
務等に関する資料の５年

間の備え付けの有無

有

法人との関係 -

同資料の一般の閲覧の有
無

監事の意見書

貸借対照表

法律上作成が義務付けられている財産目
録及び決算報告書

事業計画書

収支予算書

事業報告書・附属説明書類

損益計算書又は収支計算書

有

有

有

有

有

有

有

税理士事務所

税理士事務所

徳島税務署

有限会社

税理士事務所

税理士事務所

-

有

有

有

有

有

有

公表していない場合その理由

-

-

-

-

-

-

有 有

有 有

有 有

有

-

-

-

有

有

有

有

有

有

有

-



７．基準の運用に当たって所
管府省に求められる措置等

(1)指導監督の実績等

組合員等名簿

定款 有 有

有

有

有 有

事業報告書・附属説明書類

損益計算書又は収支計算書 有 有

有

有

監事の意見書

事業計画書

有 有

有 有

有

有 有

所管する部局（担当局担当課等）の名称

主たる事務所の所在地及び電話番号

有 有

有 有

(4)退職公務員等の状況の公表 役員に就いている退職公務員の状況についての公表の有無

公表している主な項目

主な目的及び事業

(3)所管官庁におけるホーム
ページ掲載

最新の業務及び財務等に関する資料

制度的又は実態的に独占となっている事務・事業を行っている法人について、
当該事務・事業の内容及び根拠法令

(2)所管官庁における業務及び
財務等に関する公表

役員名簿

①役職
②氏名
③就任年月日
④経歴（公務員採用時と最終官職）

子会社及び一定規模以上の委託先の役員に就いている退職公務員及び当該法人
の退職者の状況についての公表の有無

設立年月日

代表者の職名及び氏名

有

名称

収支予算書 有

貸借対照表

法律上作成が義務付けられている財産目
録及び決算報告書

有

有 無

補助金等の交付を受けている法人について、当該補助金等の名称及び金額、交
付対象事業の内容並びに補助金等全体の金額及び年間収入に対する割合

指導監督の実績及びその内容

公表している主な項目 公表していない場合、その理由

- -

指導監督の実績及びその主な内容

公表していない場合、その理由

-

無い場合、その理由

税理士として能力的担保のない者が税理士業務を行うことによって、国民に不測の損害
を与えることを防止するためには、登録事務を担う日本税理士会連合会、税理士会及び
税理士に対する指導・連絡及び監督に関する事務を行うことが効果的・効率的であるこ
とから、登録制度（強制入会制）を維持していく必要がある。

無

無

無

事務・事業自体の必要性

事務・事業を当該法人に行わせる
ことの必要性（特に事務・事業の
一部を外注している場合、その事
務・事業をなぜ当該法人が行わな
ければならないか）

法人が制度的に独占となる事務・
事業を行っている場合、制度的独
占の継続の必要性

指導監督上補足すべき事項（指導監督基準の例外としている事項及びその理由　等）

・法人の特性や実情等を踏まえ、基準の例外として整理している事項について、その理由等を記載する。
・令和６年度末において基準未適合となっているが令和７年９月１日時点で基準適合となっている事項など、本資料に記載している令和６年度の状況に対して令和７年９月１日時点で既
に重要な変更が生じている場合には、その概要及び年月日を記載する。

有 無

無 無

有
法律の改廃を含めた所要
の措置の実施の有無 無

所要の措置の結果
の公表の有無

(2)所管法人の事務・事業の見
直し 無い場合、その理由

日本税理士会連合会の総会の決議については、財務大臣に報告することとなっており
（税理士法第49条の９）、事務・事業については必要に応じて指導・監督を行ってい
る。

無い場合、その理由 特に見直すべき事務・事業がなかったため。

無

有 無

有 有

所管官庁における所管法
人に関する事項のイン

ターネットによる公表の
有無

公表していない場合その理由

所管法人のホームペー
ジへの簡便なアクセス
を可能とする措置の有

無

無い場合、その理由
（一部のみ実施の場合も含

む）

所管官庁における所管法
人の業務及び財務等に関
する資料の備え付けの有

無

無い場合、その理由 閲覧の有無
閲覧させていない場合、その

理由

有 有

有

有 有

有

有

有

無

有

-

無

無

無

無

法令の規定に基づく検査関連制度
の場合、手続の簡素化、事業者に
よる自己確認への移行の可能性

その他

基準に基づく指導監督の実施の有無

指導監督の状況及び指導監督結果の
公表の有無

基準７(1)のただし書き該当法人に対
する法人の特性を踏まえた適切な指
導監督の実施の有無

基準７(1)のただし書き該当法人に対
する法人の特性を踏まえた指導監督
の状況及び結果の公表の有無

所管官庁による法人の事務・事業の
見直しの有無

当該見直し結果の公表の有無

法令の規定に基づく検査関連制度に
ついて、事業者による自己確認への
移行の可能性についての検討の有無

政策評価
を活用し
つつ、３
～５年を
目途に定
期的、全
般的な見
直し
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